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人的資本に関する取り組み

当社グループは、2032年に向けたグループ成長戦略において、「エネルギーの有効活用」と 「現場労

働力不足の解消」という社会課題に取り組むことを通じて社会へのお役立ちを果たしていきます。 この

目標の達成に向け、私たちは社員一人ひとりのポテンシャルをUNLOCKして、最大限発揮し成長できる

会社を目指しています。そのためのグループ人事戦略の策定にあたり、向き合うべき人材と組織の課題

を特定しました。

人材の課題としては、2025年度に実施した約12,000人の人員適正化を踏まえてリーンな経営体質

を維持しながら、成長領域への再配置および必要なケイパビリティを獲得することです。

一方で、たとえケイパビリティを獲得しても、それを最大限発揮できる環境がなければ事業の成長に活

かすことはできません。 そこで組織の課題 （後述）も特定の上、これらを解決する５つの変革アクション

を設定しました。それが、「人材ポートフォリオ変革」「未来を創る変革型リーダーの開発・登用」「組織カル

チャー変革」「DEI （Diversity, Equity & Inclusion）推進」そして 「人事機能変革 （AI利活用）」です。

私たちはこれらのアクションを通じて事業成果を生み出し、企業価値の向上につなげていきます。

パナソニックグループ人事戦略の全体像　　人的資本に関わる５つの変革アクションにより成長戦略の実現に寄与し、企業価値の向上を目指します。

人材・組織の課題 変革アクション

 生産性指標

 不足ケイパビリティ充足率

企業価値

向上

事業成果
(事業競争力)

社員の幸せ

 経営チームの多様性比率

 40歳代登用の事業部長比率

アウトプット アウトカム目指す姿

物と心が共に豊かな

理想の社会の実現

自主責任経営

 �デバイス領域のAIインフラを支える

事業でグループの成長牽引

 �ソリューション領域のビジネスモデル

を変革 将来収益の核に

2０２8年度

調整後営業利益

7,500億円以上

経営基本方針の実践

社員稼業 衆知経営

 UNLOCK指標

 女性管理職比率

人材ポートフォリオ変革

—収益体質の強靭化

—成長戦略に必要なスキル獲得

1

未来を創る
変革型リーダーの開発・登用

—早期発掘と変革経験・機会をデザイン

—EQの高いリーダーの登用

2

人事機能変革 （AI利活用）
5

DEI推進 （日本地域）

—女性管理職の母集団形成と積極登用

3
組織カルチャー変革

—経営責任者のマインド・スキル向上

—好事例の発掘・グループ展開

—AI活用率、活用レベル向上(PX協働)

—�グロースマインドセットを持ち、 

大胆な挑戦に報いる機会・環境づくり

4

挑戦を通じ、能力を最大限発揮できる組織

 会社や上司により挑戦意欲が高まる	 45%

 挑戦への阻害要因がない	 47%

 リスクをとったチャレンジが評価されている	 41%

 キャリア上の目標を達成する見込みがある	 52%

 働き方や仕事の進め方が革新的である	 41%

 組織の壁を越えて協力している	 41%

 成果を出せる体制がある	 41%

  一人ひとりの“挑戦”を後押し

組織

高い競争力を有する強靭なポートフォリオ

成長戦略における課題

ソリューション領域

—�ビジネスのお客様に対し、持続的な価値創出を図ることが求め

られるため、ソリューションを提供できる人材の確保

デバイス領域

—�AIインフラに関連するお客様に貢献することが求められるため、

高度な材料・プロセス技術をもつ人材の確保が不可欠

  ビジネスモデルの進化・変革

  強みをアップグレード

人材

事
業
会
社
ご
と
に
設
定

60%

+25%

2028年度
ターゲット
2026年度

14%

+6.1%

60%

+17%
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人的資本に関する取り組み

組織構造・配置
Structure

評価・報酬
（非金銭的報酬を含む）

Reward

仕事

デザイン
Task

意思決定
Decision 
Making

採用・トレーニング・

リーダーの選抜
People

情報共有・

学びのプロセス
Information

変革のフレームワーク

組織カルチャーは、一人ひとりの行動の集大成であり、事業の成果を最大化するために意図的にデザ

インすることが重要です。そこでOrganization Performance Modelというフレームワークを活用し

てグループとしての 「組織デザイン：6つの原則」を作成し、組織カルチャーのありたい姿を明確化してい

ます。 6つの原則は互いに連動し、整合してこそ機能します。一方で、100の組織があれば100の組織デ

ザインがあります。上記の原則のもと、事業部長、ビジネスユニット （BU）長などの経営責任者や組織責

任者が、現場カルチャーを変革しています。

パナソニックグループの 「組織デザイン： 6つの原則」

① 経営責任者による組織カルチャー変革の推進

2025年度は主に経営責任者を対象に組織カルチャー変革

に関わる事例共有やスキル習得等のためのプログラムを開催

し、延べ564人が参加しました。 また、グループ横断で活動

する組織カルチャー変革のコミュニティも立ち上がり、各事業

会社から選抜されたメンバーによる経営責任者の変革への

サポートもスタートしました。

複数ある変革アクションの中で、特にグループ横断かつ組織単位で取り組んでいるのが組織カルチャー

変革です。

組織の課題

当社グループでは、毎年グローバル約15万人の従業員を対象に従業員意識調査を実施しています。

2024年度まで特に重視してきたのは、「従業員エンゲージメント」（自発的な貢献意欲）と 「従業員を活か

す環境」（適材適所、働きやすい環境）に関する設問群です。肯定回答率は継続的に上昇傾向にありました

が、計9つの設問のうち 「会社や上司により挑戦意欲が高まる」と 「挑戦への阻害要因がない」という項目

についてはスコアが低迷していました。

これは、従業員一人ひとりのポテンシャルをUNLOCKし、最大限発揮し成長できる会社に向けた重要

な課題です。そこで、これら２問がともに肯定回答の割合をUNLOCK指標とし、関連するそのほか5設

問のスコアとともにモニタリングしながら向上を図っています。

組織カルチャー変革

2025年度の進捗

取り組み 概要 延べ参加人数

組織デザインワークショップ
「組織デザイン：6つの原則」に基づき、組織カルチャーを
戦略的にデザインするための実践的な知識とスキルを習得

168人
（2024年度実施）

グループ経営研究会 組織カルチャー変革の社内外の好事例研究 343人

組織カルチャー変革プログラム 組織カルチャー変革の事例共有とスキル習得ワークショップ 108人

レジリエンスプログラム
医学・心理学的知見をもとに、個人のパフォーマンス、逆境を自身と組
織の成長に転換する知性、多様性を活かす知性の向上を目指す研修

113人

「UNLOCK」に関連する設問

UNLOCK指標に加え、関連すると考えられる設問もモニタリング

設問

評価・報酬 リスクをとったチャレンジが評価されている

採用・トレーニング・
リーダーの選抜

キャリア上の目標を達成する見込みがある

仕事デザイン 働き方や仕事の進め方が革新的である

組織構造・配置

組織の壁を越えて協力している

成果を出せる体制がある

UNLOCK指標

縦割りを排し、シンプルな組織を構築する

 �成果にこだわり、組織の枠を超えてフレキシブル
に協働できる環境を整える。

 �顧客視点で、シンプル＆フラットな組織体制を構
築する。

 �自組織のミッションと、メンバー一人ひとりに期
待する役割を明確にし、アップデートし続ける。

「ぬるま湯」から脱却し、一人ひとりの成果

と行動に必ず報いる

 �コンフォートゾーンから踏み出し、挑戦すること
を評価する。

 �成果にはメリハリある報酬で報いる。

 �「褒め文化」をインストールし、今後の成長につな
がるフィードバックにこだわる。

熱狂的にフローで働ける環境をつくる

 �メンバーがワクワクするチャレンジ目標を設定し、
メンバーを鼓舞し続けることで、熱狂的にフロー
で働ける状態をつくる。 業務プロセスのルール
はシンプルかつミニマムにする。

 �テクノロジーを徹底活用し、業務効率を向上し続
ける。

完璧を求めず、スピード重視で決める

 �シンプルな意思決定プロセスを構築する。

 �６割の確度で決断し、トライ＆エラーで、とにかく
前に進める。

 �フォーカスすべき領域を絞りこみ、やらないこと
を明確にする。

変革型リーダーを育成し、大胆に登用する

 �これまでの実績に関わらず、EQ （心の知能指数）
と多様性重視で、職場の熱量を上げることので
きる変革型リーダーを大胆に登用する。

 �メンバーにはキャリアオーナーシップを求め、
キャリアの目標が達成できるよう最大限の支援
を行う。

内向き志向から脱却させ、

好奇心に火をつける

 �メンバーの好奇心を引き出し、社内外先進事例
の学びを後押しする。

 �必要な情報は自ら取りにいくことをメンバーに
求める。

 �組織の壁を越え、グローバルワイドに縦横無尽に
つながり合うことを後押しする。

会
社
や
上
司
に
よ
り
挑
戦
意
欲
が
高
ま
る

挑戦への阻害要因がない

高

挑
戦
レ
ベ
ル

低 能力 （の発揮）レベル 高

低

UNLOCK

社員

組織デザインワークショップ

目標：�グローバルでUNLOCKスコア 2028年度に

60%、2031年度に70%の達成
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人的資本に関する取り組み

指標・目標

毎年約15万人の従業員を対象に実施している従業員意識調査における特定の2つの設問がともに肯

定回答の割合をUNLOCK指標と設定し、モニタリングを行っています。なお、この指標はパナソニック ホー

ルディングス （株）、パナソニック オペレーショナルエクセレンス （株）および事業会社社長の役員報酬にお

ける非財務指標の一つとすることで実効性を高めています。

2025年度時点ではグループ全体の指標としては目標に対して大きなギャップがありますが、BU単

位でみると前述の通り変化の兆しが表れています。今後はこの兆しをグループ全体に広げて、目標達成

による事業の成果の創出につなげてまいります。

取り組み 概要 実績

AI推進アンバサダー
現場の課題を解決するためAI推進アン

バサダーが活用を推進

2025年度は70人のアンバサダーが活動し計32回の

ワークショップを開催し現場を支援

AI教育プラットフォーム
AI教育ツールを開発し中国のグループ

社員に展開

2025年度は53社6,400人に展開。学習時間は延べ

58,032時間

AIコンテスト
AIの取り組み事例を募集し優れた取り組

みを表彰

2025年度は合計３回のコンテストを実施。

・在華法人コンテスト１回／年：15社23テーマ、６社授賞

・全社員コンテスト２回／年：

１回目：1,474人参加、受賞者134人

２回目：1,133人参加、受賞者86人

設問 2025年度実績 目標

UNLOCK指標
 会社や上司により挑戦意欲が高まる
 挑戦への阻害要因がない

43%
60% （2028年度）
70% （2031年度）

経営改革を実行する中、こうした取り組みや経営責任者のリーダーシップにより、日本地域に約80あ

るビジネスユニット （BU）などの組織のうち、半数がUNLOCK指標を前年度より向上させました。

例えばパナソニック （株）のIHクッキングヒーターSBUでは、意思決定スピードを上げて現場の実行力

を高めることを狙い、縦割り組織の解消や毎日のミニ経営会議を通じて即断即決などに取り組みました。

また、パナソニック コネクト （株）のアビオニクスBUでは、Happy Colleagues （仲間たちの幸せ）を掲げ、

タイムリーかつ共感を重視した戦略発信や手挙げによる挑戦の機会の創出などに取り組みました。

こうした組織ではいずれもUNLOCK指標や関連する設問のスコアが大幅に向上すると同時に、生産・

開発のリードタイムや在庫など事業経営に直結する指標が改善し成果につながっています。これは組織カ

ルチャーが事業戦略を実行たらしめ、成果を生み出すことを証明する好事例であると考えています。

② グループ横断のAI利活用促進による仕事の変革

前述のパナソニックグループの 「組織デザイン：6つの原則」の一つに、「テクノロジーを徹底活用

し、業務効率を向上し続ける」という原則があります。 DXを軸に企業変革を進める 「Panasonic 

Transformation （PX）」と連動し、グローバル各地域で取り組みを展開しています。

日本での取り組み

当社グループのAI基盤を活用しながら、PXアンバサダーや現場PXコンテストなど職場でのAI利活用

を推進しています。毎年日本地域の従業員を対象に実施しているアンケート調査では2025年度におけ

る生成AIの業務での利用率は66% （対象者約7万人、回答率57%）で、対前年比＋29%でした。今後

も継続して組織カルチャーに関わる取り組みを推進し、さらなるAI利活用の促進を図っていきます。

中国での取り組み

中国地域独自のAI基盤 「OoKoO」を構築し、カルチャー醸成、業務へのAI活用、AIプラットフォーム構

築およびガバナンス体制構築を一体的に推進しています。 2025年度のOoKoOの利用者は8,500人、

利用回数延べ292万回に至り、約73万時間の業務工数が削減されました。 組織カルチャー醸成に関わ

る取り組みは次の通りです。

社員アンバサダーが現場課題の解決を支援

2025年度：62人で386件対応 （オンライン＋現地）

2026年度：66人が活動中

生成AI活用の先進事例を募集・表彰

2025年度：272件応募／上位3件を表彰

受賞例：営業モデル改革により

約5万時間削減・約21億円粗利改善

PXアンバサダー

アビオニクスBUIHクッキングヒーターSBU

https://holdings.panasonic/jp/corporate/about/dx.html
https://holdings.panasonic/jp/corporate/about/dx.html
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人的資本に関する取り組み　　  人権の尊重　　環境・技術戦略　　コンプライアンスの取り組み

人権の尊重

当社グループは、「企業は社会の公器である」という経営理念のもと、事業に関わるすべての人々の権

利を尊重し、心身の健康や幸せな人生に貢献する責任があると考えています。「人権の尊重」は当社グルー

プのマテリアリティの一つでもあります。

方針

国連 「ビジネスと人権に関する指導原則」などを参照して定めた 「パナソニックグループ人権・労働方針」

では、国際規範や各国法令の順守、国際的に認められた人権の尊重、人権への負の影響の特定・予防・軽

減、被害者の救済ならびにさまざまなステークホルダーとの対話を明記しています。 また、人権課題の

理解を深め、取り組みを強化するために社外の専門機関や団体とも連携しています。

（国際・業界連携の取り組み詳細はこちらをご参照ください。）

責任者・体制

当社グループの人権尊重の取り組みの責任者は、グループCHROです （2026年8月現在）。グループ

CHROは、人権の尊重、労働コンプライアンスの取り組みを業績連動報酬の指標の一部としています。人

権に関する重要課題は、パナソニック ホールディングス （株）（以下、PHD）の取締役会の監督のもと、サ

ステナビリティ経営委員会※で議論し、グループ経営会議やPHDの取締役会に報告されます。日常の人権

の尊重の取り組みは、グループCHRO傘下のソーシャルサステナビリティ部が人事機能を中心に関係機

能と連携しながら、各事業会社とともに推進しています。

※�サステナビリティ経営委員会は2026年3月末に発展的に解消し、2026年度より、Group Transformation Round TableやPHD Executive 

Committeeにて、サステナビリティに関する方針、戦略、指標および目標等の議論・方向付け等を引き続き実施します。

人権デュー・ディリジェンス　

当社グループは事業会社ごとに事業内容

が異なり、人権リスクの種類や深刻度も異な

ります。 そのため、各事業会社において推進

リーダーを中心に、それぞれのバリューチェー

ンや事業特性を踏まえて人権デュー・ディリ

ジェンスに取り組んでいます。2025年度は、

前年度に各社で特定した人権課題に対する実

態調査を実施し、把握した問題の是正や未然

防止策の導入を行いました。 また、グループ

共通の顕著な人権課題として強制労働と労働

安全衛生を特定し、重点的に予防・軽減に取

り組んでいます。

外国人移住労働者の強制労働禁止 （責任ある採用と雇用）

国や地域を越えて働く移住労働者は脆弱な立場にあり、強制労働や不当な扱いを受けやすいと認識し

ています。当社グループにおいて外国人移住労働者数が最も多いマレーシアのグループ会社は、2018

年より国際移住機関 （IOM） と連携し、責任ある採用と雇用の確立に向けた取り組みを推進してきました。

現地の方針や手順書では、採用手数料の労働者負担禁止、個人文書の会社保持禁止、理解可能な言語に

よる雇用契約締結など、外国人移住労働者保護の原則を明確にしています。 2025年度にはグローバル

版ガイダンスを策定し、今後、外国人移住労働者を採用・雇用するグループ会社に展開していきます。また、

マレーシアやその他潜在リスクのある国・地域では、外国人移住労働者やその管理者への教育、取引先へ

の研修も実施しています。 2025年度、日本では外国人技能実習生や特定技能外国人を雇用する拠点に

対し、啓発・研修と潜在リスクのチェックを実施し、タイでは、IOMの協力のもと、グループ12社、取引先

73社に対し研修を実施しました。さらに、政府機関、国際機関、業界団体など多様な関係者とも連携し、

強制労働リスクの低減に取り組んでいます。

啓発・人材育成

当社グループでは、各事業会社が主体的に人権デュー・ディリジェンスに取り組むことを重視していま

す。そのため、仕組みの整備に加え、現場で人権リスクを特定し是正につなげる人材の育成を進めていま

す。特に各社の人権推進リーダーを対象に、社外専門家の講義や実務を想定した演習を中心とする２日間

の研修を毎年実施し、人権リスク対応力の向上を図っています。

苦情処理メカニズム

人権侵害に関する苦情に早期に対処し、是正および救済につなげるため、各種チャネルを通じて苦情

を受け付けています。また、人権侵害が確認された場合には、影響を受けた人々の救済に取り組みます。

グローバルな通報窓口として、従業員およびお取引先様を含む社外のステークホルダーを対象に 「グロー

バルホットライン EARS」（32言語対応）を設置しています。匿名での通報も可能で、通報者の情報や通

報内容は機密に保持されるとともに、通報を理由とした報復行為や不利益な扱いは社内規程で禁止して

います。加えて、社外からの人権に関する通報を幅広く受け付けるため、業界横断的な苦情処理プラット

フォーム 「一般社団法人ビジネスと人権対話救済機構 （JaCER）」に正会員として加盟しています。

方針による

コミット

メント

ステークホルダーエンゲージメント

苦情処理

メカニズム

負の影響の

特定・評価

負の影響の

予防・軽減・

是正

情報開示 追跡調査

1

4

2

3

人権デュー・ディリジェンスのプロセス

https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/social/human-rights/policy.html
https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/social/human-rights.html#collaboration
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人権の尊重

基本的な考え方

当社グループは、グローバルで約12,500社の購入先様から部材等を調達しており、購入先様と協働

して持続可能なサプライチェーンの構築を進めています。調達する部品・材料は、原材料から電気・電子

部品、加工部品まで幅広く、購入先様の所在する地域・国も多岐にわたり、中には移住労働者の多い地域・

国での部品・材料も一部含まれています。当社グループは、優れた技術と品質を提供するだけでなく、人

権への配慮や良好な労働環境等の社会的責任を果たされている購入先様と取引を行うよう努めています。

人権デュー・ディリジェンスの推進

当社グループは、国連の 「ビジネスと人権に関する指導原則」等の国際的な規範・原則を支持し、「パナ

ソニックグループ人権・労働方針」への賛同を購入先様に要請しています。購入先様に対しては、CSR調

達に関する要請事項をまとめた 「パナソニック サプライチェーンCSR推進ガイドライン」を交付し、その順

守を契約書または同意書で購入先様に義務付けています。そして、購入先様には、取引開始時および定

期的にCSR自主アセスメントの実施を要請しています。 2026年3月末時点で回収対象の約98%の購

入先様から回収しました。現在は、各購入先様に対して3年周期での実施を要請しています。また、購入

先様の人権リスクを評価し、優先的に対応すべき購入先様を特定しています。 2023年度以降、購入先様

に対する監査を累計で409社 （うち29社は第三者機関による監査）に対して実施しました。 2025年度

で2023年度に設定した最も優先的に対応すべき購入先に対する監査を完了しました。監査において指

摘した事項については購入先様に是正を依頼し、是正状況について確認を行っています。

業界連携の取り組み

当社グループは、RBA※1、RMI※2、JEITA※3に参画し、国際的な枠組みや業界団体と連携した取り組み

を推進しています。紛争地域や高リスク地域での人権侵害等のリスクに関連する金、錫、タンタル、タング

ステン等の責任ある鉱物調達については、RMIの発行する調査帳票への回答を購入先様に依頼し、その

約98%※4から回収しています。サプライチェーン上で人権侵害等に加担する鉱物が見つかった場合には、

不使用化を要請するとともに、業界活動などを通じて製錬・精錬所に責任ある鉱物保証プロセス （RMAP）

への参加の働きかけを行っています。

※1 RBA＝Responsible Business Alliance

※2 RMI=Responsible Minerals Initiative

※3 JEITA=電子情報技術産業協会

※4 �「当社グループにおける鉱物調達の規模および影響が特に大きい主要事業である、パナソニック インダストリー（株）およびパナソニック エナジー（株）に

おける回収実績を単純合算 （同一購入先様の重複を含む）しています。

社内教育と社外での啓発活動

調達社員に対して定期的にCSR調達に関する研修を実施しており、累計の受講者は1,960名以上に

なりました。加えて、2023年度より購入先監査を担う監査員を養成するための研修を実施しており、グ

ローバルで計419名の購入先監査員を育成しました。また、2024年度から2025年度にかけてアジア

の購入先様、約2,250社に対してESGに関する説明会を通じた啓発活動を行いました。

通報窓口・苦情処理メカニズム

自社のグローバルホットラインに加え、当社グループのサプライチェーンにおいて人権に対する負の影

響が発生した場合に、購入先様またはその従業員の方が利用できる救済申立て窓口として、非司法的な

苦情処理プラットフォームを運営する一般社団法人ビジネスと人権対話救済機構 （JaCER）に正会員とし

て加盟しています。

当社グループにおける調達取引の概況

サプライチェーンにおける人権の尊重　（詳細はサステナビリティ データブック2026「責任ある調達活動」をご参照ください。）

北米

2%

電気・
電子部品

22%

日本

35% 加工部品

54%

欧州

2%

原材料

23%

ASEAN・

インド

29%
中国

30%

中南米

2%

その他 （金型等）

1%

地域別比率 業種別比率

購入先監査において改善を依頼した指摘事項例

分野 改善を依頼した指摘事項例

マネジメントシステム
サステナビリティ方針に基づく取り組みが各部門で進められている一方、目標達成状況の可視化や横断的な
レビューのさらなる強化が求められる

労働
残業時間が自己申告制となっており、タイムカードや PC起動時間など客観的なデータを基に管理されてい
ない

安全衛生 避難訓練の欠席者に対し、訓練時の課題や、解決案等が共有されていない

環境
太陽光パネルの設置等、温室効果ガス削減の取り組みはしているが数値目標の設定や定期的な進捗確認を行っ
ていない

倫理 賄賂や横領などの腐敗防止の教育を経営幹部に対してのみ行っている

情報セキュリティ �情報セキュリティルールは整備されているが、日常業務における実践度の確認と課題および対策が不十分

https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/pdf/sdb2026j-supply_chain.pdf
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環境・技術戦略

グループが目指す姿と地球環境問題の解決

当社グループの長期環境ビジョン 「Panasonic GREEN IMPACT」※1は、脱炭素・循環経済 （サーキュ

ラーエコノミー：CE）という社会課題を、成長機会、収益機会、リスク低減、資本市場評価につなげる企業

価値向上の戦略です。 2030年までの全事業会社でのCO2

排出量の実質ゼロ化※2をはじめ、2050年までに現在の全世

界排出量※3の1%に相当する年3億トン以上の削減インパクト

創出を目指すとともにCEの実現に向けた事業活動の転換を

進めています。

2025年度は、2026年度からの新中期戦略開始を見据

えて、 2024年度までの環境行動計画 「GREEN IMPACT 

PLAN 2024」 を1年 間 延 長 した 単 年 度 計 画 「GREEN 

IMPACT PLAN 2024＋1」として推進しました。

環境行動計画 「GREEN IMPACT PLAN 2024＋1」の達成状況

CO2削減では、CO2実質ゼロ拠点※2の取り組みが、2030年の目標を目指して着実に進捗、顧客の

製品使用時の排出量削減ではLED照明の普及加速や空質空調機器の自然冷媒化の進展等により、OWN 

IMPACTは目標を大きく達成。CONTRIBUTION IMPACTもトータルで目標達成となりました。一方、

循環経済に向けた事業活動の転換は、各事業領域で活動が浸透の途上にあります。新たな成長戦略と連

動してグループ内外のさらなる情報共有と連携を中長期的に強化します。

2028年度の環境行動計画 「GREEN IMPACT PLAN 2028」と2030年度目標

環境行動計画 「GREEN IMPACT PLAN 2028」は、2025年度に実施されたグループ経営改革後

の新たな成長戦略に連動し、企業価値ドライバーになりうる指標に更新・拡大して2028年度のグループ

目標値を設定しました （CO2削減インパクトは2030年度の目標値も更新）。

Panasonic GREEN IMPACT による価値創造
※1 �Panasonic GREEN IMPACT （PGI）の 

詳細はこちらをご参照ください。

※2 �事業活動(工場やオフィス)でのエネルギー

起源のCO2排出量を省エネ、再エネ、再エネ

電力証書購入とCO2クレジット購入を組み合

わせて当社の定義で実質ゼロにした拠点

※3 �PGIの起点となる2020年のエネルギー起

源CO2排出量317億トン （出典： IEA, 国際

エネルギー機関）

※4 �▲は排出量増加で2020年度 （PGIの起点）： 

10,751万トンと2025年度：14,047万トン

の差分量。カッコ内は2021年以降に算定可能

となった製品の排出量相当も反映した2020

年度 （PGIの起点）：16,792万トンと2025

年度：14,047万トンの差分量

※５ �２０２５年１１月に中国におけるグリーン電力

証書の適用ルールの変更あり。６０拠点は変

更前の基準で評価した拠点数

※6 �確定実績数値。算定範囲の見直しにより、有

価証券報告書記載数値 （2026年6月時点）

を更新

GREEN IMPACT PLAN 2024＋1 （2025年度実績）

KPI   （重点課題）
 事業マテリアリティ

（2025年度計画）

目標 実績

CO2/
エネルギー

OWN IMPACT （2020年度比）

自社バリューチェーンのCO2削減量 

▲4,012万トン
（1,701万トン）

▲3,296万トン
（2,745万トン）※4

スコープ1、2
CO2実質ゼロ拠点※2 累計49拠点 累計60拠点※5

CO2削減量 81万トン 96万トン

スコープ3（カテゴリ11） 顧客の製品使用におけるCO2削減量 1,611万トン 3,067万トン

CONTRIBUTION IMPACT
社会へのCO2削減貢献量 

4,750万トン 4,846万トン

資源/CE*

* �Circular 
Economy

再生樹脂の使用量 2.5万トン 1.7万トン※6

サーキュラーエコノミー型 事業モデル/製品 （累計） 累計16事業 累計15事業

GREEN IMPACT PLAN 2024＋1

GREEN IMPACT PLAN 2028（＋2030年度目標）

事業マテリアリティ
指標

 事業マテリアリティKPI 2026年度目標 2028年度目標

2030年度
目標

地球環境
問題の
解決への
貢献

脱炭素への
貢献(CN*)
* �Carbon Neutral

CO2削減
インパクト

3億トン(PGI※7 2050年ゴール) ― ― ―

OWN IMPACT
自社バリューチェーンのCO2削減量※8

2,100万トン 1,600万トン 550万トン

CONTRIBUTION IMPACT
社会へのCO2削減貢献量

5,900万トン 7,100万トン 7,700万トン

全拠点
CO2 

排出量

CO2実質ゼロ拠点※9 累計64拠点 累計86拠点 全拠点※12 

拠点のCO2実質削減量※10　指標更新 74万トン 140万トン 191万トン

省エネ 3.4万トン 2.5万トン 2.8万トン

再エネ(自家発電+PPA※11) 14.2万トン 15.0万トン 16.1万トン

サーキュラー
エコノミー(CE*)
推進
* �Circular 

Economy

再生材の
使用量

再生樹脂 1.7万トン 2.2万トン ―

再生鉄(電炉鉄) 　対象拡大 1.5千トン 2.5千トン ―

サーキュラーエコノミー型 事業モデル/製品の
新規創出 

累計15事業 累計17事業 ―

GREEN IMPACT PLAN 2028

❶OWN IMPACT
社会の脱炭素効果も含めた
自社バリューチェーンにおける排出削減インパクト

❷CONTRIBUTION IMPACT
既存事業による社会への排出削減貢献インパクト

❸FUTURE IMPACT
新技術・新事業による社会への排出削減貢献インパクト

ゴール（2050年）

世界のCO2総排出量の「1%」にあたる
年3億トン以上の削減インパクト（❶+❷+❸） （年度） （PGIの起点）2020

GIP2024起点

2025

自社バリューチェーンのCO2排出量/削減量 （トン）

社会へのCO2削減貢献量 （トン）

Scope1、2  

Scope3   

OWN IMPACT  

CONTRIBUTION IMPACT  

CONTRIBUTION IMPACT

OWN IMPACT16,792万※

14,047万

▲3,296万

2,745万

10,751万

※2025年度の
　 対象製品で
　 算定した場合
　 の排出量

製品・サービス
(顧客使用時
エネルギー)

8,593万

(３３製品）

【Scope3:Cat.11】

製品・サービス

10,890万

(60製品）

【Scope3:Cat.11】

4,846万
(43製品）

2,347万
(28製品）

その他1,133万

その他
282万

調達
1,656万
【Scope3:Cat.1】

調達

1,901万

工場・オフィス
220万
【Scope1、2】

124万

【Scope1、2】

OWN 
IMPACT

96万

CO2実質
ゼロ拠点

60拠点

※7 前項の※1に同じ　

※8 �当社の削減努力を適正に自己評価するため、起点である2020年度の

排出量を2026年度計画の対象製品で算出した数値に補正

※9 前項の※2に同じ　

※10 省エネ+ 再エネ＋再エネ電力証書によって削減したCO2排出量　

※11 Power Purchase Agreement （再エネ電力購入契約）　

※12 2026年3月現在 対象296拠点

https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/environment/vision.html


34パナソニックグループについて グループCEO&CFOメッセージ トピックスセグメント別戦略 サステナビリティの取り組み 企業データコーポレート・ガバナンス

人的資本に関する取り組み　　人権の尊重　　  環境・技術戦略　　コンプライアンスの取り組み

環境・技術戦略

CO2削減インパクトを成長と企業価値に変える

成長領域で削減貢献量と事業機会を同時に拡大

削減貢献量※4は、新しい製品/サービスの普及によって効率化される電力や燃料をCO2量に変換した、

顧客および社会に提供されるCO2排出量の削減効果 （ポジティブなインパクト）を定量的に示す“成長の

先行指標”です。当社の既存事業 （CONTRIBUTION IMPACT）と、事業化を目指す新技術 （FUTURE 

IMPACT）の削減貢献量の拡大は、成長市場で当社の競争力と事業機会も拡大することを意味します。

CONTRIBUTION IMPACTは、リチウムイオン電池 （電気自動車※5やデータセンター向け蓄電システ

ム※6に搭載）やDCモータ※7（空調機器に搭載）などのデバイス事業の削減貢献量の拡大により、2025年

度の4,846万トンから2028年度に7,100万トンを目指します。 FUTURE IMPACTは、ガラス型ペロ

ブスカイト太陽電池 （P36ご参照）を 「建材一体型太陽電池」として都市部における再エネ創出を拡大し、次

世代の半導体製造装置 （P36ご参照）では、三次元積層プロセスによって半導体の高性能化と省電力化を

両立します。当社は、脱炭素化への貢献を数値化した新しい価値指標として、削減貢献量の認知拡大と標

準化を進め、同時に積極的に情報開示をしてまいります。

CO2削減インパクトの拡大

削減貢献量は、財務価値につながる新たな価値指標

CO2削減インパクトは、 すでに財務価値として顕在化し始めています。 米国IRA （Inflation 

Reduction Act：インフレ抑制法）は、気候変動対策として米国最大の投資※8であり、2023年から

2050年にかけて210億トンのCO2削減と、世界で5兆6千億ドルの気候変動による経済損失を回避す

ることを目指して設計された法律※9です。

当社は北米で生産する車載電池の出荷量に対して$35/kWhの税控除等の補助金を受けています※10。

これは当社が車載電池の製造を通じてEVの普及を促進したことで創出したCO2削減インパクトの財務価

値です。米国IRA補助金による当社業績影響額は、当社の削減インパクトである車載電池の削減貢献量と

正比例の関係があり、削減貢献量の拡大が、削減インパクトの創出を拡大し、財務価値に直結する事例となっ

ています。※11

自社バリューチェーンの排出削減量 （OWN IMPACT※1）は、2025年度実績の実質2,745万トンから、

2030年度は550万トンに留まります。これは、継続的な省エネ性能向上や冷媒の低GWP※2化に積極的

に取り組むことで排出増加は抑制する一方で、エアコン等の普及拡大による排出増加と、世界各地域にお

ける電気のCO2排出係数の改善スピードの鈍化を現実的に予測して目標値化したものです。

2030年度の工場・オフィス全拠点でのCO2実質ゼロ達成に向けては、指標を省エネ、再エネ利活用、

再エネ電力証書購入からなる 「CO2実質削減量」に更新して解像度を高めて取り組みます。

顧客・社会への削減貢献量※3（CONTRIBUTION IMPACT）は、主にデバイス領域が牽引し、2025

年度実績の4,846万トンから、2030年度に7,700万トンへと拡大させます。

サーキュラーエコノミー分野は、再生材の活用領域の拡大に向けて、再生樹脂に加えて、再生鉄 （電炉鉄）

を新たに指標としました。また、CE型事業モデル/製品は、3年間で2つの事業創出に挑戦します。

見開き共通注記

※1 �OWN IMPACT （2020年度からの排出削減量）は、起点である2020年度の排出量を2026年度計画の対象製品で算出した数値に補正

※2 �Global Warming Potential （地球温暖化係数）。気体がどれだけ地球温暖化に影響を与えるかを表す指標

※3 �CO2削減貢献量とは、製品・ サービスの導入によって効率化されたエネルギー量をCO2量に変換したものです。 当社は既存事業の削減貢献量を

CONTRIBUTION IMPACT、事業化されていない新技術をFUTURE IMPACTとして指標としています

※4 詳細はこちらをご参照ください

※5 電気自動車は、内燃機関車をライフサイクル全体で比べた、主として電力・燃料由来のCO2排出量の差分

※6 �データセンター向け蓄電システム （分散型電源）は、ライフサイクル全体で鉛蓄電池を搭載した従来の集中型電源と比べたIT機器へ電力を供給する消費電

力量のCO2換算量の差分

※7 DC （直流）モータは、ライフサイクル全体で従来のAC （交流）モータと比べた消費電力量のCO2換算量の差分

※8 2022年8月当時

※9 https://home.treasury.gov/news/featured-stories/the-inflation-reduction-acts-benefits-and-costs

※10 Section 45X

※11 パナソニック エナジー 統合レポート

OWN IMPACT： 2020年度実績と2030年度目標

増販

省エネ
性能向上

低GWP化

(単位：トン)

Ｃ
Ｏ
２

排
出
量

2020年度実績

16,792万

2030年度目標

OWN
IMPACT

550万

エアコン、A2W、モータ、コンプレッサ、溶接機、天井扇、照明 等

社会全体の
脱炭素効果

冷媒の漏洩量 （2022年度に追加）

調達部材の排出量

工場・オフィスの排出量

2020年度からの対象であった33製品の排出量

2022年度以降に追加した

30製品の排出量

（モータ、冷蔵庫コンプレッサ、A2W、

冷凍ショーケース 等)

CO2

排出係数
の良化

※注記は左下参照

データセンター向け 分散型蓄電システム 車載用リチウムイオン電池 空調ファン用DCモータ

＋500万トン ＋400万トン

サーバーラック

BBU

格納シェルフ

＋1,100万トン
2028年度目標

（2025年度比）
（2025年度 （4,846万トン）から2028年度 （7,100万トン）の削減貢献量の拡大 （＋2,254万トン）の主な内訳）

https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/environment/vision.html#Reducing
https://www.panasonic.com/jp/energy/sustainability/report.html
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標準化を通じて金融・資本市場と接続し、企業価値に転換

国際ルール形成を通じ、当社の貢献を資本市場で評価可能にする

当社グループはグローバルでの事業拡大に向け、最高標準化責任者※1のもと、経営会議を通じてグルー

プの事業・技術戦略との整合を図りながら標準化活動を推進しています。 IEC （国際電気標準会議）の国際

幹事などの要職をはじめ、グループ全体で1,000を超える標準化活動に参加しています。こうした活動の

中で、2025年度は、令和7年度 産業標準化事業表彰 『経済産業大臣表彰』、IEC 1906 Award、IEC活

動推進会議議長賞を受賞しました。環境課題の解決への貢献については、IEC、ISO （国際標準化機構）に

加え、フォーラム標準 （業界団体・企業連合によるルール形成）のWBCSD （持続可能な発展を目指すグロー

バル企業団体）にも参加し、削減貢献量の算定・開示の標準化を牽引しています。

COP30での削減貢献量とサーキュラーエコノミー（CE）の発信

事業を通じたCO2削減インパクトとCE型事業への転換を適正に評価し、イノベーションを促進するため、

削減貢献量とCEの認知拡大に取り組んでいます。 2025年11月のCOP30※2ジャパン・パビリオンにお

いて、当社は環境省および経済産業省主催 （WBCSD共催）のセミナー※3に登壇し、削減貢献量の認知拡大

に向け、①算定プロセスの標準化、②事例共有、③標準に基づく比較可能な開示、の3ステップを提示し、開

示量拡大と質向上の重要性を訴求しました。また、CE実装の国際枠組み 「グローバル循環プロトコル （GCP）

Ver.1 」が発信され、当社は資源循環指標の可視化・開示と知見のGCPへのフィードバックを通じ、経済合

理性のあるCE型事業モデル/製品の確立と成長を目指す方針を示しました。

削減貢献量の国際標準化に参画し、金融・資本市場との接続を進め、社会価値を企業価値に転換へ

削減貢献量の資本市場での適切評価に向け、標準化・社会実装・金融連携を一体的に推進し、財務価値

化と企業価値向上を図っています。当社参画のもと国際規格IEC 63372（削減貢献量）が2026年1月に

発行され、GHGプロトコルやISOへの組込みを推進中です。同月にはRITE （公益財団法人地球環境産業

技術研究機構）との共同研究成果を国際誌に発表し、気候変動に関する政府間パネル （IPCC）第7次評価

報告書への反映を目指しています。 さらに、経済産業省GXリーグ参画、欧州金融データ基盤※4への日系

企業としての初参画、金融機関のレポート作成支援等により資本市場での活用を促進し、投資指標への反

映に向けた議論も進めています。

当社は、削減貢献量 （削減インパクト）の創出/拡大と同時に国際比較が可能な指標として標準化し、金融・

資本市場との接続を進めるなどステークホルダーの行動変容を促すことで、社会価値を財務価値、そして

企業価値へと転換していきます。

※1 Chief Standardization Officer、グループCTOが兼務

※2 第30回 国連気候変動枠組条約締約国会議。気候変動問題解決に向けた国際会議として約200カ国・地域等が参加

※3 �環境省主催：「ビジネスのためのグローバル循環プロトコル （Global Circularity Protocol：GCP）セミナー」、経産省主催：「削減貢献量を企業価値の

向上に繋げる」セミナー

※4 欧州の主要金融機関によるデータプラットフォーム。 Avoided Emissions Platform：AEP

2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

認
知
向
上

進捗 削減貢献量の認知が限定的で、算定・開示の国際標準も未整備 成果文書に明記
削減貢献量の社会的意義と

標準化の必要性について議論が進展
削減貢献量の評価指標としての活用が金融機関等で進展

電気電子分野での
国際規格が発行

国際
枠組み・
会議等

東京GXウィーク／
GGX ※5

COP27 ※6

Japan Pavilion 等
サステナビリティボンド

カンファレンス ※7

G7
札幌大臣会合
広島首脳会合

東京
GXウィーク／

GGX ※5 ×
TCFDサミット

COP28 ※6 
Japan Pavilion等

第6回
CEFIA官民
フォーラム ※8

WBCSD 
Two Lakes 
ダイアログ

COP29 ※6 
Japan Pavilion等

CES2025
キーノート

COP30※6

Japan Pavilion等

当社の
主な

発信内容

意義と国際的認知拡大の
重要性を発信

削減貢献量で脱炭素と経済
成長の両立を訴求

削減貢献量拡大を表明し、
生産増でも貢献量評価の
意義を発信

経済産業省GXリーグに
おいて、企業の脱炭素
貢献の適正評価が脱炭
素社会の実現に寄与す
ると訴求

脱炭素指標の意義と公
平性・ 比較可能性を発
信

金融活用を見据え、標
準化と公平性・ 比較可
能性を強調

ASEANへ削減貢献量の
可視化と意義を発信

さまざまな当社事業を
通じた削減貢献量の拡
大と中国での環境貢献
事業の推進を発信

標準化の意義と進捗に
ついて発信

脱炭素技術・ イノベー
ション加速へ削減貢献量
の重要性を発信

削減貢献量の量と質の確保の
重要性を発信

PGIの中の削減貢献量の価値を世界で認知頂くために行動開始

国際標準化

金融連携

削減貢献量の認知向上・標準化・金融連携の取り組み

最終国際規格案 （FDIS）

WBCSD
ガイダンス発表

事例集作成/改訂検討 ガイダンス第2版を発表削減貢献量の意義に当社賛同

10月 当社加入 GHGプロトコル改定と連動

経産省GXリーグ
基本方針発表

金融機関向け活用事例集 事業会社による推奨開示仮想事例集
GXダッシュボードに

当社の削減貢献量を開示GX経営促進WGで新市場創造のルール形成を先導

6月キックオフ・当社参画

グローバルに各企業・団体との対話を拡大

連
携

※5 GGX：国際GX会合 （Global Green Transformation Meeting）

※6 COP27（2022年11月、エジプト）、COP28（2023年11月、UAE）、COP29（2024年11月、アゼルバイジャン）、COP30（2025年11月、ブラジル）

※7 ICMA （国際資本市場協会）および日本証券業協会共催

※8 CEFIA （Cleaner Energy Future Initiatives for ASEAN）は、経済産業省が主導するアジアの脱炭素化に向けた官民連携の枠組み。第6回 （タイ・バンコク）

IEC IEC63372に日独で参画 国際規格化
IEC 63372:2026

委員会原案・第2版 （CD2）に
当社の事例集を掲載

投票用委員会原案 （CDV）

連
携

2026年1月

最終国際規格案 （FDIS）
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環境・技術戦略

ペロブスカイト太陽電池

再生可能エネルギーの活用拡大が求められる一方、都市部の屋根面積には制約があり、建物の窓や壁

面など未活用空間を活かす新たな太陽光発電の形が求められています。 当社のガラス型ペロブスカイト

太陽電池は、建材ガラス一体型の構造に、耐久性を高める材料技術・ガラス封止技術と独自のインクジェッ

ト印刷・レーザー加工技術を組み合わせ、サイズや透過性および描画の自由度と高耐久性能の両立を目指

しており、建築分野の有効な選択肢として期待されています。

2025年11月に、NEDO※のグリーンイノベーショ

ン基金事業に採択され、滋賀県長浜市での量産技術開

発拠点の立ち上げや複数のビルなどでのフィールド実

証に着手しました。 社内ビルでは 「TECHNOLOGY 

CUBE」の窓部に実装し、実環境下での発電性能や耐

久性の長期実証実験、建築用途としての適合性確認を

進めています。実証で得られる知見や建材パートナー・

不動産事業者連携による検証をステップアップさせ、

事業化・製品化への取り組みを本格化し、脱炭素社会

実現に貢献する技術として展開していきます。

※NEDO：国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構

次世代半導体

生成AIの進展に伴いデータセンターの電力消費量

が急増しており、地球環境の持続に対しても大きな課

題となっています。 この課題に対応するため、高性能

化と省電力化を両立するAI半導体のさらなる進化が

期待されています。 AI半導体の製造工程においては、

微細な電子回路パターンが形成されたチップを３次元

に積層し配線経路を短縮することで、消費電力を大幅

に削減することが可能なことから、その重要性が高まっ

ており、搭載精度や歩留まり向上に向けた装置技術の

革新が求められています。 パナソニックグループは、

実装機、精密加工、計測・検査、シミュレーションといっ

た装置技術を長年にわたり内製で磨き上げ、設計から量産までを見据えた品質作り込みを実践してきま

した。材料・プロセス・装置・品質制御を一体で最適化させた製造装置を提供できる点は、特定工程に特

化した装置メーカーにはない強みと考えています。また本技術は、歩留まり向上によるエネルギーや材

料の無駄削減に寄与するとともに、工程簡素化や製品の長寿命化を通じてサーキュラーエコノミーの実

現にもつながります。品質制御プラットフォームを活用し継続的に価値提供を行うことで、半導体製造企

業の期待に応える技術提供が可能となります。 これらの取り組みにより、AI社会を支える省エネルギー

な情報基盤の実現に貢献していきます。

再生品事業の中核拠点拡張整備と新規リサイクル技術開発

宇都宮工場では、検査済み再生品事業の中核となるリファービッシュ工程を拡張し、資源循環型モノづ

くりのショーケースとして開設しました。「Panasonic Factory Refresh」事業は、保証付き再生品の

販売・定額利用サービスを展開し、12カテゴリー※に拡充しています。洗濯機やテレビなど複数カテゴリー

の再生を行い、再生工程集約や最適レイアウト化、展示エリアを設置し、地元産木材や家電廃材の活用、使

用電力のカーボンニュートラル化を見据えた環境配慮型の設備整備を進めています。

また、分別が難しく大量廃棄が想定されるガラス扉冷蔵庫に対してレーザー加工技術を活用し、ガラス

裏面の塗料を炭化させてガラス板のみを剥離できるレーザー剥離工法および装置を開発しており、今後

リサイクル工場導入と社会実装を目指しています。

今後、地域自治体や教育機関との連携、障がい者雇用の推進などを通じ、循環経済の実現に向けた取

り組みを進めるとともに新規技術の社会実装を進め、事業拡大と環境・社会貢献の両立を図ります。

※�洗濯機、テレビ、ブルーレイディスクレコーダー、ポータブルテレビ、一眼カメラ、食器洗い乾燥機、冷蔵庫、炊飯器、電子レンジ、次亜塩素酸空間除菌脱臭機、 

LED照明器具、掃除機の計12カテゴリー

エネルギー・資源がめぐる資源価値最大化

ペロブスカイト太陽電池

・NEDO グリーンイノベーション基金事業に採択 （2025年11月）

・量産技術開発拠点立ち上げとフィールド実証に着手

次世代製造装置

・�材料・プロセス・装置一体の品質作り込みに強みを持つ当社装置

群をワンストップ提供

・主要顧客で試作・評価中

宇都宮工場に開設されたリファービッシュ工程のエントランス
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環境・技術戦略

共創による社会課題解決への貢献

当社グループ長期環境ビジョン 「Panasonic GREEN IMPACT」では、「CONTRIBUTION 

IMPACT」（削減貢献量）として、当社が自ら製品およびサービスを提供することにより社会やお客様の

CO2排出削減に貢献する取り組みを加速しています。こうした削減貢献量の取組に加え、当社グループ

は環境関連技術に係る知的財産を多数保有しており、 戦略的に他社との共創関係を構築することにより、

社会実装を推進し、社会課題の解決への貢献を目指しています。

例えば、車載電池に関する当社知的財産を共創パートナー様に使用いただくことで、ガソリン車の電気

自動車・ハイブリッド車への置き換えを促進し、CO2の削減に寄与しており※1、2024年度における、リチ

ウムイオン電池に関する当社知的財産が使用された車載電池を搭載した電動車によるCO2排出の削減効

果は、1,556万t-CO2と試算しています※2。

このような知的財産による社会課題解決への貢献の取り組みは社会からも共感いただき、例えば金融

機関のレポートにおいても取り上げていただきました※3。

気候変動等の社会課題への対応は、当社グループだけで対応できるものではありません。当社の知的財

産部門は、「無形資産を巡らし、価値に変えて、世界を幸せにする」という部門のパーパスを掲げており※4、

知的財産を起点として他社との共創関係を構築することにより、社会実装を推進し、社会課題の解決へ

の貢献に今後とも挑戦していきます。

模倣対策による環境負荷の低減

模倣品は、製造から廃棄に至るまで環境負荷が極めて高く、また上記パーパスの実現には、権利が尊重

される社会が大前提となります。当社はIIPPF （国際知的財産保護フォーラム）の座長に2026年3月よ

り就任しており※5、今後も業界をリードする活動を推進して参ります。

TCFD  ―気候移行リスク/機会への対応を事業レジリエンス強化につなげる―

当社グループは2019年5月にTCFD※6提言への賛同を表明し、2020年よりサステナビリティ デー

タブックにてTCFDの推奨項目 （ガバナンス、戦略、リスク管理、指標と目標）について開示しています。

 �ガバナンス：取締役会が環境経営推進体制のトップに位置し、グループ環境経営について報告を受けて

います。事業CEOも参加する経営会議であるGroup Transformation Round Table等で議論し、

審議・決定事項は内容に応じてサステナビリティの監督機能を持つ取締役会へ報告することで、迅速な

意思決定を図っています。

 �戦略：気候変動の影響を把握し、事業へのインパクトを分析しました。さらに2050年を想定した社会シ

ナリオを策定し、そのシナリオに対応した戦略を検討し、戦略のレジリエンスを検証しました。

 �リスク管理：事業会社ごとの環境リスク管理体制を組織し、毎年度環境リスクの洗い出しとリスク発生時

の迅速な対応を進めています。また、エンタープライズリスクマネジメント委員会が経営・事業戦略と社

会的責任の観点から審議し、グループの重要リスクを決定しています。

 �指標と目標：温室効果ガス （GHG）削減目標を設定し、2017年にSBT2℃目標として認定されました。  

新たなGHG削減目標が2023年に1.5℃目標として認定され、さらに長期の目標を設定し、2024年

9月にネットゼロ目標の認定を受けました。

TNFD  ―自然資本リスク/機会への対応を事業レジリエンス強化につなげる―

当社グループは、長期環境ビジョン 「Panasonic GREEN IMPACT」のもと、自然資本 （生物多様性

を含む）への依存と影響を可視化し、持続可能な企業価値創出を加速するため、昨年度よりTNFDフレー

ムワーク※7に基づき、パナソニックグループ視点での開示を開始しました。今年度は、当社の成長領域で

あるリチウムイオン電池事業を対象に、LEAPアプローチ※8に基づいた当社における自然関連のリスク・

機会の分析を開始しました。

今後は、本分析を起点とし分析の高度化と情報開示の充実を段階的に進めるとともに、将来的な影響

の軽減や保全・回復に向けた取り組み、TNFD開示のさらなる深化と中長期的な企業価値向上につなげ

ていきます。

※1 車載電池によるCO2削減効果：ガソリン車と、当社知的財産が使用された車載電池を搭載した電動車の走行時 （使用時）のCO2排出量の差分量

※2 �車載電池：ガソリン車と、当社知的財産が使用された車載電池を搭載した電動車の走行時 （使用時）のCO2排出量の差分量を、フロー方式 （販売年にそ

の生涯分の排出量を一括計上）により試算 （生涯走行距離は、各国・地域の平均的な走行距離をベースに、OEMのバッテリー保証距離を考慮）。車載電池

の製造時のCO2排出量は控除。また、当社知的財産が使用された車載電池を搭載した電動車の車両販売台数の実測値に基づき活動量を把握するため、

2025年度に2024年度実績を試算

※3 https://www.dbj.jp/upload/investigate/docs/d2dc91356638f952c06479f32e56b3c6.pdf

※4 https://holdings.panasonic/jp/corporate/about/intellectual-property.html

※5 https://www.jetro.go.jp/theme/ip/iippf/past/2026_3.html

※6 �Task Force on Climate-related Financial Disclosures の略で、G20 財務大臣・中央銀行総裁会議の要請を受けて、金融安定理事会により設置

された気候関連財務情報開示タスクフォース。 2017年に提言を公開。詳細はこちらをご参照ください。

※7 TNFDの詳細はこちらをご参照ください。

※8 TNFDが開発・推奨する、自然との接点、自然との依存関係、インパクト、リスク、機会など、自然関連課題の評価のための統合的なアプローチ

環境関連知財 TCFD／TNFD

当社知的財産が使用された

車載電池を搭載した電動車による

CO2排出の削減効果試算

「CONTRIBUTION IMPACT」と

「知的財産によるCO2削減効果」の関係

*	� 削減貢献量は国際標準化の議論が進んできたが、「知的財産によるCO2削減効果」はまだ議論され

ていない状況であり、削減貢献量と切り分けて整理

**	� https://www.wbcsd.org/resources/guidance-on-avoided-emissions-helping-

business-drive-innovations-and-scale-solutions-toward-net-zero/

***	https://webstore.iec.ch/en/publication/67618

CONTRIBUTION IMPACT 知的財産によるCO2削減効果

当社製品・サービスの提供による

削減貢献

2024年度：5,325万t-CO2（61製品）

当社知的財産を共創パートナー様に使用いただく

ことによる削減貢献

2024年度：1,556万t-CO2

「知的財産によるCO2削減効果」は、「CONTRIBUTION IMPACT」の数字には含まれていない*

 いずれも、算定の基本的な考え方は揃えており、WBCSDのガイダンスやIEC63372に準拠 **,***

（年度）2021 2022 2023 2024
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https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/environment/tcfd.html
https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/environment/tnfd.html
https://www.wbcsd.org/resources/guidance-on-avoided-emissions-helping-business-drive-innovations-and-scale-solutions-toward-net-zero/
https://www.wbcsd.org/resources/guidance-on-avoided-emissions-helping-business-drive-innovations-and-scale-solutions-toward-net-zero/
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コンプライアンスの取り組み

不祥事の未然防止と早期是正に向け、従業員や取引先様等が利用できる通報窓口として、匿名での通報

も可能な 「グローバルホットライン EARS」を設置し、32言語対応、24時間365日体制で運用しています。

この通報制度では、通報者に対する不利益な取り扱

いは固く禁止され、秘密は厳格に保護されるなど、適

正な運営を確保しています。

2025年度は、1,592件の通報・相談を受け付け、

そのうち約79%がグローバルホットラインを通じたも

のでした。 すべての通報・相談について調査を行い、

事実が確認された事案には是正・再発防止等を講じる

とともに、通報者へのフィードバックを実施しています。

（本統計の対象期間は2025年3月16日から2026年3月15日）

監査

当社グループでは毎年、重要なコンプライアンスリスクである贈収賄・腐敗行為および競争法違反リス

クを対象に監査を実施しています。国・地域ごとのリスクを評価し、相対的にリスクが高いと判断される

拠点からおよそ5拠点を選定し、規程等の整備・運用状況を確認するとともに、識別された不備事項の是

正と確実な定着を図っています。

法務・コンプライアンス推進体制 （2026年4月1日現在）

当社グループでは、「パナソニックグループ コンプライアンス行動基準」を、事業活動におけるコンプラ

イアンスの基本方針として定めています。本行動基準は、当社グループ各社および社員一人ひとりが果た

すべき行動の指針を示したものであり、22の言語に翻訳しグローバルに周知・徹底しています。

当社グループでは、グループCEOをはじめ、各事業会社社長および各事業場の責任者が、誠実で倫理

的な行動の重要性やコンプライアンスファーストの考え方を継続的に発信するとともに、現場の意見や懸

念を経営に反映するなど、双方向のコミュニケーションを行っています。

また、事業環境や事業の変化に伴うリスクの把握・対応を強化し、倫理・法令順守意識のグローバルな

定着に取り組んでいます。従業員に対しては、入社時、昇格時に加え、eラーニング等を通じた継続的な

教育・研修を実施しています。

贈収賄・腐敗行為や競争法違反などの高リスク分野については、リスク業務に従事する役員や従業員

がeラーニングを定期的に受講できる環境を整備しています。事業会社や海外地域においても、事業・地

域特性を踏まえたリスクに応じ、必要な対象者に対し研修を実施しています。

当社グループのコンプライアンスの取り組みは、取締役執行役員であるグループ・ゼネラル・カウンセ

ル （Group General Counsel、グループGC）が責任者として統括し、事業会社および海外拠点の法務

責任者と法務部門がグループGCのもとで連携してコンプライアンス確保に向けた取り組みを進めています。

パナソニック ホールディングスはグループ全体のコンプライアンス体制を構築・統括する責任を負い、

各事業会社・海外地域では、事業会社社長や海外拠点CEOのもと、法務責任者および法務部門が事業・

地域特性に応じた取り組みを推進しています。

また、グループGCおよび各社の法務責任者は、取締役会等において、コンプライアンスに関する重要

事項を取締役会等へ定期報告し、経営陣による適時適切な指示・監督と現場の課題やリスクを踏まえた経

営判断を支えています。

方針

社内コミュニケーション・教育

通報制度
責任者・体制

通報・相談内容 （2025年度）※

規程違反

10%

健康・安全

2%

倫理的行動

1%

会計・監査

17%

職場問題

70%

※ �「職場問題」の定義には、ハラスメント、差別、不満・その他を

含みます。「倫理的行動」の定義には、贈賄、利益相反、詐欺・

窃盗、競争法、品質、情報セキュリティ、その他倫理的行動を

含みます。なお、グラフ上の数値については、四捨五入により

表記しています。

CLOは法務責任者、L&Cは法務・コンプライア

ンス部門の略

※ �PCO：パナソニック コネクト(株)、 

PEW：パナソニック エレクトリックワークス(株)、 

PHCC：パナソニック HVAC&CC(株)、 

PEC：パナソニック エナジー(株)、 

PID：パナソニック インダストリー(株)、 

PC：パナソニック(株)

当社グループでは、事業活動全体に及ぼす影響を踏まえ、競争法の順守、贈収賄・腐敗行為の防止、貿易

規制・取引規制の順守を特に重要なコンプライアンス分野と位置付け、重点的に取り組みを推進しています。

（コンプライアンスの取り組み詳細については、サステナビリティ データブック2026 「コンプライアンス」の章をご参照

ください。）

重要なコンプライアンスリスクに対する取り組み

グループ・ゼネラル・カウンセル

North 
America
CLO/L&C

Asia 
Pacific
CLO/L&C

India
CLO/L&C

China & 
Northeast Asia
CLO/L&C

Latin 
America
CLO/L&C

Europe CIS/
MEA 
CLO/L&C

海外地域パナソニック ホールディングス

法務戦略
担当

コンプライアン
ス監査担当

コーポレート
法務部

グループコンプ
ライアンス部

グローバル
取引管理部

PCO
CLO/L&C

PEC
CLO/L&C

PID
CLO/L&C

PC
CLO/L&C

PEW
CLO/L&C

PHCC
CLO/L&C

事業会社※

https://holdings.panasonic/jp/corporate/about/code-of-conduct.html
https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/pdf/sdb2026j-compliance.pdf
https://holdings.panasonic/jp/corporate/sustainability/pdf/sdb2026j-compliance.pdf
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